
[様式１]
位置番号 ① 報告書No. 1 法 高 高さ 15.0 m 1 段 抑止工 なし
所在地 延 ⻑ 抑制工 法枠
路線名 法勾配 完成年月
地形
地質構造
湧水状況

【平面図】 【地形地質構造】

【災害・変状概要(要因)】

・素因・誘因：
【断面図】

【被災後の対策工】

・抑制工：一部、崩積土の排土

・設計思想：斜面肩に住宅があるため、対策検討では用地制約を受けるとともに、住
宅敷地は災害発生前と変わらないように努めた。

 既往地すべり履歴があり、泥岩風化層からなる急傾斜地斜面地盤へ⻑⾬・豪⾬によ
り斜面へ集水した。これにより、斜面地盤へ降⾬水および表面水が浸透し、飽和状態
となった地盤の重量増加および強度が低下し、斜面の平衡バランスが失われた。

・事前対策工、崩壊・変状の発生状況：
 斜面の崩壊（地すべり？）に伴い平成元年に吹付法枠工による対策が行われてい
る。周辺の斜面（今回対象外斜面）ではグラウンドアンカーやロックボルト工による
対策が行われている。

・抑止工：頭部は自立式擁壁、1ブロックは吹付法枠+鉄筋挿入工、2ブロックは吹付法
枠+グラウンドアンカー工

法面調査カルテ（斜面の概要、被災・変状の発生状況）

周辺地山の状況(崩壊箇所との相違点や地形地質の違い）

対策工

平成元年(1988年)比屋根（2）急傾斜地
沖縄市比屋根

湧水あり， しみ出し程度
崖錐・崩積土， 風化岩， 固結度の低い岩， 割れ目の多い岩， 流れ盤(層理面、弱線)， 不透水性基盤上の土砂
崖錐地形， 崩壊跡地(急傾斜地)， 台地の裾部， 脚部浸食， 集水型斜面， 凸状尾根型斜面， 鞍部

④ 法面と構造物の境界部の洗堀、割れ目、空洞等（崩壊部：  ・周辺地山：  ）
③ 法肩への流下水の集中状況（崩壊部：あり・周辺地山：  ）
② 法肩上部地山の植生衰退等の変化（崩壊部：  ・周辺地山：  ）
① 法肩上部地山の割れ目、沈下、浮石（崩壊部：滑落崖あり・周辺地山：なし ）

代表的な断面図

1：1.5 〜 1：1.5
83.9 m

全体的な概要図、スケッチなど

⑧ その他
⑦ 法面側方部、下方部からの湧水状況（崩壊部：  ・周辺地山：  ）
⑥ 法面排水溝の確保、機能不能の発見（崩壊部：  ・周辺地山：  ）
⑤ 構造物周辺の地盤の洗堀、沈下等（崩壊部：  ・周辺地山：  ）

・斜面概要：急傾斜地崩壊危険個所に指定されている。島尻泥岩を基盤とした北向け
比高15ｍ程度の斜面。
・地層構成：表層1.5m程は強風化粘土（崩積土）、以深、４〜6ｍ泥岩風化層が分布
し、その下位にＮ値50以上の泥岩（基盤層）が分布する。斜面肩には、２m程の厚さ
で盛土層が確認されている。
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[様式2]
位置番号 ① 報告書No. 1 法 高 高さ 15.0 m 1 段 抑止工 なし
所在地 延 ⻑ 抑制工 法枠
路線名 法勾配 完成年月

詳細平面図

法面調査カルテ（斜面の概要、被災・変状の発生状況）

対策工沖縄市比屋根
比屋根（2）急傾斜地 平成元年(1988年)1：1.5 〜 1：1.5

83.9 m
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[様式2]
位置番号 ① 報告書No. 1 法 高 高さ 15.0 m 0 段 抑止工 なし
所在地 延 ⻑ 抑制工 法枠
路線名 法勾配 完成年月比屋根（2）急傾斜地 1：1.5 〜 1：1.5 平成元年(1988年)

詳細平面図

法面調査カルテ（斜面の概要、被災・変状の発生状況）

対策工沖縄市比屋根 83.9 m
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所在地 延 ⻑ 抑制工 法枠
路線名 法勾配 完成年月

地質断面図

対策工沖縄市比屋根 83.9 m
比屋根（2）急傾斜地 1：1.5 〜 1：1.5 平成元年(1988年)

１測線（１ブロック）

２測線（２ブロック）

4



[様式3]
位置番号 ① 報告書No. 1 法 高 高さ 15.0 m 1 段 抑止工 なし
所在地 延 ⻑ 抑制工 法枠
路線名 法勾配 完成年月比屋根（2）急傾斜地 1：1.5 〜 1：1.5 平成元年(1988年)

法面調査カルテ（斜面の概要、被災・変状の発生状況）

対策工沖縄市比屋根 83.9 m

状況写真(フリーフォーマット)
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[様式3]
位置番号 ① 報告書No. 1 法 高 高さ 15.0 m 0 段 抑止工 なし
所在地 延 ⻑ 抑制工 法枠
路線名 法勾配 完成年月比屋根（2）急傾斜地 1：1.5 〜 1：1.5 平成元年(1988年)

状況写真(フリーフォーマット)

法面調査カルテ（斜面の概要、被災・変状の発生状況）

対策工沖縄市比屋根 83.9 m
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